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平成２５年度業務実績評価調書：土木研究所 
 

業 務 運 営 評 価（個別項目ごとの認定） 
 

 
項 目 評定結果 評定理由 意見 

中期計画 平成２５年度計画    

１．質の高い研究開発業務の遂行、

成果の社会への還元（国民に対し

て提供するサービスその他の業

務の質の向上に関する目標を達

成するためとるべき措置） 

（１）研究開発の基本的方針 

①社会的要請の高い課題への重

点的・集中的な対応 

・国が実施する関連行政施策の

立案や技術基準の策定等に

反映しうる成果を中期目標

期間内に得ることを目指す

ものをプロジェクト研究と

して、重点的、集中的に実施 

・国が実施する関連行政施策の

立案や技術基準の策定等に

反映しうる成果を早期に得

ることを目指すものを重点

研究として、重点的、集中的

に実施 

・研究所全体の研究費の概ね

75％を充当 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・１６のプロジェクト研究と重

点研究について重点的かつ集

中的に実施 

・研究所全体の研究費の概ね

75%を充当 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A 

 

 

 

 

 

 

 

 

・研究所全体の研究費の概ね 75％を

充当する目標に対して、それを上

回る 76.4％を充当し、限られた予

算ながらも、優れた成果を上げて

いることは評価する。 

・プロジェクト研究の実施を通じて、

実用に供する新たな研究成果が得

られていることは評価できる。 

・伊豆大島土石流災害対応、吹雪発

生に関するスマートフォン向け情

報提供、津波の影響を受ける橋の

挙動に関する研究等は、先端的で

あると同時に実用的なものであ

り、社会への貢献度が大きいと評

価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・プロジェクト研究の他の目標

についても顕著な進展を期

待する。 
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 ・伊豆大島の土石流災害を受けて、

火山性地形での危険箇所設定のた

めの研究に新たに予算を充当して

取り組む等弾力的な対応は評価で

きる。 

②基盤的な研究開発の計画的な

推進 

・科学技術基本計画等や行政ニ

ーズの動向も勘案しつつ、研

究開発の範囲、目的、目指す

べき成果、研究期間等の目標

の明確な設定 

・我が国の土木技術の着実な高

度化や良質な社会資本の整

備及び北海道の開発の推進

の課題解決に必要となる基

礎的・先導的な研究開発を基

盤研究として計画的、積極的

に実施 

 

 

・科学技術基本計画等や、行政

ニーズの動向も勘案し、計画

的に実施 

・基礎的・先導的な研究開発を

積極的に実施 

 

A 

 

 

・新規課題 20 を含む 120 課題の基

盤研究を着実に実施したことは評

価できる。 

・成果は不確実ではあるが挑戦的研

究が求められており、基盤研究の

中に基盤研究（萌芽）を導入して、

他分野や境界領域における新たな

研究シーズの発掘と土木分野の研

究開発への適用可能性の検討を推

進していることは評価できる。 

 

 

 

・今後も基盤研究及び基盤研究

(萌芽)は、重点研究・プロジ

ェクト研究と同様に大事に

されたい。 

・各課題の研究期間は同一では

ないと思われるため、明確な

目標設定、目標期間を見据

え、それを明示化する必要が

あるのではないか。 

・プロジェクト型の研究の推進

は必要なことであるが、その

中でもデータや実績の蓄積

をベースにした、基盤研究の

あり方を模索する必要があ

る。 

・基盤研究は地味ではあるもの

の、研究所としての根幹的な

活動であり、着実に実施して

いく必要がある。 

（２）研究開発を効率的・効果的に

進めるための措置 

①他の研究機関との連携等 

・効率的・効果的な研究開発を

実施するため、他機関との共

同研究・研究協力等の連携を

 

 

 

・継続課題を含めて共同研究を

積極的に実施 

・異分野の研究者との連携・協

A 

 

 

 

・共同研究の件数は、民間提案の共

同研究が減ってきたことに加え、

類似している複数の共同の研究の

 

 

 

・若手研究者の外国研究機関へ

の派遣(可能なら長期)を一層

進められたい。 
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積極的に推進 

・本中期目標期間中の各年度に

おいて共同研究を 100 件程

度実施 

・海外の研究機関等との研究者

の交流、国際会議等の開催等

を積極的に実施 

・交流研究員制度等に基づく国

内の研究者等の積極的な受

け入れ 

・フェローシップ制度の活用等

による海外の優秀な研究者

の受け入れ及び研究所職員

の積極的な海外派遣 

力を積極的に推進 

・海外の研究機関との共同研究

について、研究者の交流、研

究情報交換等を推進 

・日米会議(UJNR)耐風・耐震構

造専門部会合同部会や、水災

害・リスクマネジメント国際

センター等の活動に関連した

国際会議・ワークショップを

主催・共催 

・交流研究員制度等による国内

の研究者、技術者の受入れや

専門家の招へい 

・フェローシップ制度の活用等

による海外からの研究者の受

入れ 

・在外研究員派遣制度等による

若手研究者の海外派遣を推進

・公募による外国人研究者の確

保を推進 

一本化を進めているため、目標で

ある１００件程度に対して８３件

と、目標に達していないが、民間

企業の研究環境が厳しい社会情勢

の下、共同件数を減少させずに、

平成２４年度と比較し１８件増の

８３件となったこと、また、共同

研究協定数が、２９件増加して１

３７件と、現体制となった平成１

８年度以降、土木研究所において

最多件数となったことは評価でき

る。共同研究協定数に対して共同

研究件数が顕著に増加していない

のは、マネジメントの効率化の観

点から、複数の共同研究の一本化

を進めているためであり、共同研

究の内容の充実を勘案すると、他

の研究機関との連携等については

着実な実施状況にあると評価でき

る。 

・他の研究開発法人、国内外の大学

等の他の研究機関との積極的な連

携のほか、研究者の受け入れや派

遣、海外の研究機関との研究交流

協定の締結等、積極的な連携が図

られていることは評価できる。 

・平成２５年度は国内機関と新たに

６件の研究協力協定を、また、海

外機関とは、新たに３件の研究協

力協定を締結したことは評価でき

る。特に、ロシア国立水文学研究

所との研究協力協定は、今後の共

・単なる連携に終わるのではな

く、特に海外研究者との交流

成果が国内研究開発にフィ

ードバックされることを期

待する。 

・民間企業また研究機関との共

同研究の発掘を積極的に行

うことを期待する。 
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同研究等が期待でき、評価できる。

 

 

②研究評価の的確な実施 

・自己評価、内部評価、外部評

価に分類して研究評価を実

施、評価結果を課題の選定・

実施に適切に反映 

・評価結果を公表 

・成果をより確実に社会・国民

へ還元させる視点で追跡評

価を導入 

 

 

 

 

 

・研究評価要領に基づき、2４年

度終了課題、2６年度開始課題

及び中間段階の評価を実施 

・評価結果はホームページで公

表 

・追跡評価の方法を検討 
A 

 

・研究評価のフローに従い、内部評

価及び外部評価が着実に実施され

ていることは評価できる。 

・内部評価委員会は、評価結果を研

究計画の見直しや予算配分に適切

に反映する等その役割を十分に果

たしている。 

・基盤研究（萌芽）の導入に当たっ

て、内部評価委員会の事前評価に

よって審議し、取り組む課題につ

いての絞り込みが行われているこ

とは評価できる。 

 

 
・研究評価のための事務処理の

ために研究活動が阻害されな

いよう配慮が必要。 
・評価基準に国際学会への論文

投稿数などを用いることも必

要ではないか（国内第一線で

の研究を海外に積極的に公開

することを期待）。 
 
 

③競争的資金等の積極的獲得 

・他の研究機関とも連携して戦

略的な申請を行うなどによ

り獲得に努める 

・研究所のポテンシャル及び研

究者の能力の向上を図ると

ともに、自己収入の確保に努

める 

 

 

 

 

 

 

 

・科学研究費補助金等の競争的

資金の積極的な申請 

・所内説明会、イントラネット、

メール等による各種競争的研

究資金等の募集について、所

内への周知や申請に関する指

導・助言の実施 
A 

 

・外部資金獲得は、予算面での効果

だけでなく、研究所全体の評価を

高める上でも重要であり、新規課

題の獲得など努力と工夫は評価で

きる。 

・前年度より 4 件増の 44 件の競争

的研究資金を獲得し、中でも新規

採択が２１件あり、平成 16 年度

以後で最大であることは評価でき

る。 

 

 
・若手研究者に対する競争的資

金の申請等に関する指導は今

後も取組まれたい。 
・研究の計画立案・企画等で得

るものは多いため、研究代表

者としての申請を奨励された

い。 
・国内予算だけでなく海外予算

や民間投資にも目を向ける

ことを期待する。 
・競争的資金の獲得分野がやや

限定されており、研究所全体

での積極性が求められる。 
（３）技術の指導及び成果の普及     
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①技術の指導 

・国土交通大臣の指示があった

場合は、緊急災害対策派遣隊

の派遣等、迅速に対応 

・技術指導規程に基づき、災害

を含めた土木関係の技術的

課題に関する指導、助言を積

極的に実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・国土交通大臣からの指示、国

土交通省、地方公共団体等か

らの要請に対し、災害時の対

応を含めた土木技術全般に係

る技術指導を実施 

・技術委員会への参画や研修・

講習会開催を推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

S 

 

・毎年発生する災害に際して、延べ

７２名の専門家を派遣し、迅速か

つ的確な技術指導を行い、かつ成

果をあげていることは、高く評価

できる。また、この活動が、研究

レベルの向上と実用性の獲得にも

貢献しているという好循環が生ま

れていることも評価できる。 

・伊豆大島の土石流災害をうけて、

火山性地形での危険個所設定のた

めの研究に着手する等、技術支援

の成果が研究に反映されたことは

高く評価できる。 

•関東甲信地方や東北地方で発生し

た雪害と、その後に懸念された雪崩

被害に対し、寒地土木研究所の職員

を含む土木研究所の専門家が適切

に対応したことは、寒冷地のみなら

ず気候の不安定化にさらされる国

内での事案に柔軟に対応したとい

う点で評価できる。 

・土木技術全般に関わる技術指導と

して、先端技術、地質・土質振動、

水工構造物、地滑り、トンネル、水

災害といった土木技術全般にわた

る様々な技術指導のほか、技術委員

会への参画、研修会や講習会の開

催、講師の派遣協定に基づく提携な

ど様々な手段を講じて技術の指導

を行っており、これらの実績は優れ

た実施状況にあると評価できる。 

 
・土木研究所の活動の大きな柱

の一つとして、今後とも継続

することを期待する。そのた

めにも、派遣や調査に関する

経費の増加を期待する。 
・これまでの災害対応支援実績

を活かした、技術指導や講習

会の実施、防災に関する研究

開発などのさらなる拡充・推

進を期待する。 
・災害時の技術指導は重要であ

り、これに対応するための職

員の技術研鑽に期待する。 
• 例えば、マスメディアとの連

携をさらに進めること等に

より、知識普及・市民啓発の

効果をより高められること

に期待する。 
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•  北海道で頻発する雪害に対して

も、住民の不安を解消すべく様々

な取り組みをなされているほか、

地すべり、斜面崩壊対策など自治

体への技術支援を行っていること

は、高く評価できる。 

・寒地土木研究所の自治体に対する

技術支援には地域特性にあった特

有のものがあり、評価できる。 
・テーマ(話題)によって、一般市民

にも成果が普及するように、情報

提供の場の確保について工夫して

いることは評価できる。 

・以上に見られた成果は、中期目標

の達成に向けて優れた実施状況に

あると評価できる。 

②成果の普及 

ア）技術基準及びその関連資

料の作成への反映等 

・重要な研究成果は、土木研究

所報告等にとりまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ）論文発表等 

・研究成果は、論文発表等によ

 

 

 

・研究開発や技術指導等から得

られた成果は国、地方公共団

体、民間等が行う建設事業や

業務等に反映されるようとり

まとめ、関係機関に積極的に

提供 

・研究成果については、土木研

究所報告、土木研究所資料、

共同研究報告書、寒地土木研

究所月報等として発刊 

 

 

・研究開発の成果については、

S 

 

 

 

・平成２５年度に改訂・発刊された

11 件の技術基準類等に、研究所の

研究成果が反映されたことは評価

できる。 

・学会等で成果の普及に努め、１１

２１件（前年度１０７８件）の論

文を発表し、また ICHARM の文部

科学大臣表彰（若手科学者賞）を

はじめ、４５件の論文、功績が学

会等から表彰を受けたことなどは

評価できる。 

・吹雪の時のドライバーの安全支援

に向けたインターネットサイト

 
 
 
・国際的評価をさらに高めるた

め、国際学会や国際雑誌など

における発表の増加とそれ

を支援する経費の増加を期

待する。 
・論文投稿数は年々減少傾向に

あり、また英文の発表論文数

はこの 2～3 年減少してい

る。日本を代表する研究機関

としては更なる努力を期待

する。 
・ショーケースは最近海外でも

注目されている普及方法で
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り積極的に周知、普及 

 

 

 

 

ウ）国民向けの情報発信、国民

との対話、戦略的普及活動の

展開 

・重要な研究について、成果発

表会の開催や国民向けの情

報発信を行い、国民との対話

を促進 

・一般市民を対象とした研究施

設の一般公開をつくばと札

幌においてそれぞれ年１回

実施 

・研究開発された新たな工法や

設計法等は戦略的に普及活

動を展開 

論文発表等により積極的に周

知・普及 

・発表論文については、ホーム

ページ上で公開 

 

 

 

 

・主要な研究成果等について積

極的にメディアへの情報発信

・公開可能な実験等について記

者発表により外部へアピール

・研究成果報告会は、一般にも

分かりやすい講演となるよう

内容を吟味し、東京と札幌で

実施 

・一般市民を対象とした研究施

設の一般公開をつくばと札幌

で実施 

・ホームページ上で一般市民向

けに、研究活動・成果を紹介

「吹雪の視界情報」の公開、一般

道路用のワイヤロープ式防護策の

開発、土木研究所の新技術ショー

ケースの沖縄での開催、一般市民

に理解しやすいような表現で事例

集を作成し、ホームページに公表

したことなど、その成果の普及に

対し取り組みは優れていると評価

できる。 

• 北海道では暴風雪害は市民にとっ

て非常に高い関心事であり、その

社会的需要に対応した様々な取り

組みは高く評価できる。 

・マスコミ等との協力体制が整備さ

れ、社会貢献としての成果を社会

に伝える努力を行っていることは

評価できる。 

・TV、WEB、新聞等により、情報

の伝達に務めるとともに、各種の

講習会等により研究成果の周知・

普及の努力が引き続き行われてい

ることは評価できる。 

・以上に見られた成果は、中期目標

の達成に向けて優れた実施状況に

あると評価できる。 

ある。諸外国での実施も検討

されたい。 
・土研新技術セミナー、新技術

ショーケース等を通じて、よ

り一層の情報発信や成果の

普及を図られたい。 

• 技術情報の提供、マスメディ

アを通じた市民啓発等では、

ＩＴ技術のさらなる活用や

プレゼン力のさらなるスキ

ルアップ等によって、啓発効

果がさらに向上することを

期待したい。 
・今後は、得られた成果をより

体系的にまとめ、内部で議論

してできるだけ、レベルの高

いジャーナル等に論文を提

出することを期待する。 
・研究成果の紹介や普及では、

土木研究所のホームページ

をさらに有効活用していく

ことを期待する。 

③知的財産の活用促進 

・創造された知的財産は、知的

財産ポリシーに基づき、権利

を確実に取得 

・保有する知的財産権を適切に

維持管理 

・知的財産権の実施件数や実施

 

・新たに創造された知的財産に

ついては、知的財産委員会で

の審議を経て、必要な権利を

確実に取得 

・保有する知的財産権を適切に

維持管理 

A 

 

・特許等の実施契約率は近年大きく

伸びて、２９．８％と高水準を維

持しており、実施料収入も４２百

万円（前年度４４百万円）と前年

と同水準を維持したことも評価で

きる。 

 
・今後も知的財産の活用促進を

期待する。 
・研究論文と特許申請とのバラ

ンスについては、難しい側面

もあるが、知財取得は研究所

として重要であると考える



 

8 
 

料等の収入の増加のため、活

用促進方策を積極的に実施 

 

 

 

・知財管理システムの活用によ

り業務の効率化を図る 

・知的財産権の実施件数や実施

料等の収入の増加のための活

用促進方策の実施 

・適切な知的財産権の維持管理に努

めて維持管理費を前年度より削減

していることは評価できる。 

・知的財産委員会を中心として、研

究所の知財全般の適切な管理が行

われているものと評価する。 

・技術力について積極的に PR を行

っていることは評価できる。 

ので、積極的に取り組まれた

い。 

（４）土木技術を活かした国際貢献 

①土木技術による国際貢献 

・国土交通省、国際協力機構、

外国機関等からの派遣要請

に応じ、諸外国での災害等か

らの復旧に資する助言や調

査・指導を実施 

・我が国の土木技術を活用し

た、アジアをはじめとした世

界各国の社会資本の整備・管

理への国際貢献を実施 

・社会資本の整備・管理を担う

諸外国の人材育成、国際貢献

を担う所内の人材育成の積

極的な取組を実施 

・土木技術の国際標準化への取

組を実施 

 

 

②水災害・リスクマネジメント国

際センター（ICHARM）による

国際貢献 

・ユネスコとの契約に基づき、

国際センターを運営し、研

 

 

・国土交通省、外国機関等から

の派遣要請に応じ、諸外国に

おける災害等からの復旧のた

めの的確な助言や調査・指導

を実施 

・我が国の土木技術の活用によ

るアジアをはじめとした世界

各国の社会資本の整備・管理

への国際貢献を実施 

・国際委員会における常任・運

営メンバーとして責務を果た

す 

・国際会議に参加し、研究成果

の発表・討議を通じて研究開

発成果を国際展開するための

研究活動を強化 

 

 

 

 

・世界の水関連災害の防止・軽

減のための研究・研修・情報

S 

 

 

・JICA 等国内外の機関からの要請を

受けた海外への職員派遣は、延べ９

０名であり、平成 24 年度（９３名）

に引き続き高い水準を維持してい

る ほか、多様な取り組みにより国

際貢献がなされているものと評価

する。 

・JICA 等の要請による外国人研修生

の受け入れ、また JICA、政策研究

大学院と連携した修士課程教育プ

ログラムの実施は、人材育成に大き

く貢献していると評価できる。 

•インドネシア・アンボン島における

天然ダムの水位観測の支援が、決壊

に際しての住民の警戒避難に寄与

し、最小限の被害に留めることがで

きたことは、高く評価できる。 

・フィリピン国のボホール島の地震

災害では、専門家を派遣し技術指導

を行ったことは評価できる。 

・ICHARM が、今後 6 年間引き続き

ユネスコ後援世界機関として活動

 
 
・国際貢献は、新規に対しても

積極的に対応しており、今後

も今の姿勢で取り組むこと

を期待する。 
・アンボン島の事案は、我が国

では、ほとんど知られておら

ず、もっと広報すべきであ

る。 
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究・研修・情報ネットワーク

に係る国際的な活動を一体

的に推進 

・国際公募による外国人研究者

の雇用 
 

ネットワーク活動を一体的に

推進 

・研究面では、リスクマネジメ

ント分野及び水関連分野にお

ける知見の蓄積・公表を実施

・研修面では、政策研究大学院

大学と独立行政法人国際協力

機構の連携のもと、水災害に

関する指導者を育成 

・洪水予警報システムの充実や

その的確な活用のための技術

研修を実施 

・アジア開発銀行の技術支援プ

ロジェクトについて、新たな

国際貢献の取り組みに着手 

する契約更新が行われたこと、ケニ

アで開催されたユネスコの会議に

おいて、セッションの 1 つを主催

したこと、ICHARM のセンター長

が基調講演を行ったこと、同研究員

がマカオあるいはタイ等各所にお

いて会議の座長を務めるなど、様々

な形で国際貢献をしており、これら

の実績は優れた実施状況にあると

評価できる。 

・海外の開発途上国との間で技術・

研究機協力協定等が進展している

ことは評価できる。 

・以上に見られた成果は、中期目標

の達成に向けて優れた実施状況に

あると評価できる。 

（５）技術力の向上、技術の継承及

び新技術の活用促進への貢献 

・国土交通省等との人事交流等に

より受け入れた技術者を戦略

的に育成 

・技術情報等の提供、講習会の開

催等により技術力の向上及び

技術の継承に貢献 

・地方公共団体等からの要請に基

づき、地域の技術力向上に寄与 

・土木技術に関するナレッジデー

タベースを構築し活用 

・地方整備局等が設置する新技術

活用評価会議に参画する等、積

極的に貢献 

・国の事業実施における技術的問

 

 

・国土交通省等との人事交流等

により受け入れた技術者を戦

略的に育成 

・技術情報等の提供、講習会の

開催等により外部への技術移

転を実施 

・地方公共団体等からの要請に

基づき、地域の技術力の向上

に寄与 

・地域における産学官の技術者

の交流及び連携等を図る場と

して、技術者交流フォーラム

を開催 

・土木技術に関するナレッジデ

S 

 

 

・「メンテナンス技術交流会」におけ

る意見交換会の開催、新技術のメ

ール発信及び非破壊検査技術の試

行の場の提供は新しい取り組みで

あり、今後の社会基盤施設の維

持・管理・補修の面でも重要な取

り組みとして、高く評価できる。

・専門技術者講演会、地方整備局エ

キスパート会議、寒地技術講習会

等の活動を継続し、国交省関係技

術者の技術力の向上に貢献してい

ることは評価できる。 

・地方公共団体等に対する技術支援

活動(講師派遣も含む)を積極的に

 
 
・地方公共団体等に対する活動

では、技術の伝承・継続の視

点も大事にされたい。 
・技術の継承及び職員の技術力

向上に力を入れるべきであ

る。 
・メンテナンス技術交流会は、

今後重要度を増すと考えら

れ、推進が求められる。 



 

10 
 

題の解決のために必要となる

試験研究を受託し、確実に実施 

 

 

ータベースを構築し活用 

・地方整備局等が設置する新技

術活用評価会議に参画する

等、積極的に貢献 

・国の事業実施における技術的

問題の解決のために必要とな

る試験研究を受託し、十分な

研究成果を委託者に確実に提

供 

推進していることは評価できる。

・平成２２年度の「土木技術のホー

ムドクター」宣言以降、北海道内の

地方公共団体へ積極的な PR 活動

を行ってきた寒地土木研究所への

相談件数が１００件に達し、技術相

談制度が認識、定着してきたものと

評価できる。 

・以上に見られた成果は、中期目標

の達成に向けて優れた実施状況に

あると評価できる。 

２．業務内容の高度化による研究所

運営の効率化（業務運営の効率化に

関する目標を達成するためとるべ

き措置） 

（１）効率的な組織運営 

①柔軟な組織運営 

・効率的な運営体制の確保と業

務のアウトソーシング化を

行うこと等による簡素化 

・寒地技術推進室は、平成 24

年度までに更なる集約化 

 

 

 

 

 

 

②研究支援体制の強化 

・横断的に組織した研究支援部

門による研究成果の普及促

進等の効率的な実施 

 

 

 

 

 

 

・研究領域毎に設置した研究グ

ループ体制の下で、効率的な

研究及び技術開発を実施 

・プロジェクト研究においては、

プロジェクトリーダーの下、

横断的・効率的な研究開発を

推進 

・分野横断的な研究課題につい

て、必要に応じて研究ユニッ

トを形成し、研究開発を実施

 

 

・研究支援部門の連携による業

務の実施 

・国際貢献を進めるため、国土

A 

 

 

 

 

 

 

・プロジェクト研究においては様々

な分野の研究者が参画する形での

研究の実施、また社会・行政のニ

ーズに対してはグループ等の枠を

超えたユニットによる対応は評価

できる。 

・技術推進本部(つくば)と寒地技術推

進室(北海道)が連携し、特許の取得

活用及び成果の普及活動を効率的

に実施していることは評価でき

る。 

・災害時の初動対応の重要性に認識

が高まる中、各地方整備局と土研

TEC-FORCE に関する協定を締

結したことは、従来以上に迅速な

 
 
 
 
 
 
・研究課題、ニーズに応えた研

究を推進するために、今の組

織運営に対する考えを大事

にされたい。 
・つくばと寒地の協力による技

術支援体制が見られた反面、

研究面での具体的な効果も

示されることを期待する。 
・各地方整備局との土研ＴＥＣ

－ＦＯＲＣＥに関する協定

の締結により、災害時のより

効果的な技術指導、技術支援

を期待する。 
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・国際活動を戦略的に推進する

体制を横断的に組織 

交通省が進める国際活動を戦

略的に推進する 

派遣が期待できるものとして評価

できる。 

 

（２）効率的な組織運営 

①情報化・電子化の推進等 

・情報システムのセキュリティ

対策の強化等による情報の

共有化、業務の効率化 

・定型的業務のアウトソーシン

グ 

・内部統制の更なる充実・強化 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

②一般管理費及び業務経費の抑

制 

・一般管理費のうち業務運営の

効率化に係る額について、平

成 22 年度予算額に対し、平

成 27 年度までに 15％相当

を削減 

・業務経費のうち業務運営の効

率化にかかる額について、平

成 22 年度予算額に対し、平

成27年度までに5％相当を

削減 

 

 

・情報システム環境のセキュリ

ティ対策として外部からの不

正アクセス対策、ウィルス感

染対策を促進 

・イントラネットやつくばと札

幌のテレビ会議による情報共

有し、業務の効率化を促進 

・職員が必ずしも専門としない

研究分野の実験・解析の一部

を外部の専門家に委託、招へ

い 

・内部統制について、コンプラ

イアンス委員会を引き続き開

催し、決定した方策を確実に

実践 

 

 

・一般管理費について、業務運

営の効率化に係る額を前年度

予算額に対し、3％相当を削減

・業務経費について、業務運営

の効率化に係る額を前年度予

算額に対し、1％相当を削減 

・随意契約等見直し計画を着実

に実施 

・近隣の研究機関と共同調達を

実施 

A 

 

 

・着実に実施されている。 

・情報セキュリティ対策の強化、業

務の電子化の推進、TV 会議システ

ムの活用等業務の充実に引き続き

取り組んだことは評価できる。 

・一般管理費、業務経費実績値も目

標を達成したと認められる状況に

あることは評価できる。 

・つくば 5 機関による共同調達を実

施する等、目標は達成できている

と評価できる。 

 

 

 
 
・業務内容の高度化と運営の効

率化がもたらす、メリット、

デメリットについて検討し

ていく必要がある。 
・情報化社会の中、ホームペー

ジをより有効に活用するこ

とを期待する。 
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・随意契約等見直し計画を着実

に実施 

・研究等に係る調達はより効果

的に契約 

・契約情報はホームページに公

表し、透明性を確保 

・契約に関する情報をホームペ

ージに公表し、契約の透明性

を確保 

 

３．予算（人件費の見積りを含む。）、

収支計画及び資金計画 

（１）予算 

（２）収支計画 

（３）資金計画 

 

４．短期借入金の限度額 

・単年度 1,500 百万 

 

５．不要財産の処分に関する計画 

・別海実験場について、平成 24 年

3月に譲渡収入による納付を行う 

・湧別実験場について、平成 23 年

12 月に現物による納付を行う 

・朝霧環境材料観測施設について、

平成 23 年 12 月に現物による納

付を行う 

 

 

６．重要な財産の処分等に関する計

画 

 

７．剰余金の使途 

・研究開発、研究基盤の整備充実及

び成果普及に使用 

 

 

 

（１）予算 

（２）収支計画 

（３）資金計画 

 

 

・単年度 1,500 百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・研究開発、研究基盤の整備充

実及び成果普及に使用 

 

A 

 

 

・適正かつ確実に実施されている。

・予算、収支、資金については、そ

れぞれの計画に基づき適正に実施

がなされており、着実な実施状況

にあると評価する。 
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８．その他主務省令で定める業務運

営に関する重要事項 

（３）積立金の使途 

・前中期目標期間中からの繰越積

立金は、繰り越した有形固定資

産の減価償却に要する費用等

に充当 

８．その他主務省令で定める業務運

営に関する重要事項 

（１）施設及び設備に関する計画 

・実験施設等の効率的な利用のた

め、外部への積極的な貸し出し 

・施設の整備・更新等については、

施設整備計画に基づき実施 

・保有資産の保有の必要性につい

て不断に見直し 

 

 

 

 

・保有する施設・設備に関し、

つくばと札幌の相互利用を推

進 

・主な実験施設等の利用計画を

ホームページ上で公表 

・実験施設等の点検整備にあた

っては、貸出収入等を活用し

て、適切に維持管理 

・保有資産の保有の必要性につ

いて不断に見直し 

・施設整備計画に基づき施設の

整備・更新を実施 

A 

 

 

 

・着実に実施されている。 

・施設の改修等整備を適切な予算管

理下で着実に実施していることは

評価できる。 

・つくば・寒地土木研究所間の施設・

設備の相互利用を積極的・効率的

に実施するとともに、施設・設備

の貸し出しに関する情報提供を行

い、外部への貸し出しが行われた

ほか、一部貸出金収入を活用した

施設の維持管理がなされるなど着

実な実施状況にあると評価する。

 
 
 
・施設などの貸し出しの実施

は、民間との交流促進の面か

らも推進されたい。 

（２）人事に関する計画 

・国家公務員試験合格者からの採

用に準じた新規卒業者等から

の採用、公募による選考採用や

関係省、大学及び他の研究機関

との人事交流、任期付き研究員

の採用 

・非常勤の専門研究員の採用、定

型的業務の外部委託化の推進 

・雪崩・地すべり研究センターと

 

・国家公務員試験合格者からの

採用に準じた新規卒業者等か

らの採用や公募による博士号

取得者等からの選考採用 

・研究開発力強化法を活用した

任期付研究員の採用 

・非常勤の専門研究員の採用及

び定型的業務の外部委託推進

等により人員管理の効率化 

A 

 

・着実に実施されている。 

・5 名の職員が学位(博士)を取得し、

また若手研究者に対しては発表力

向上を狙いとする発表会を開催す

る等、職員の資質向上に努めてい

ることは評価できる。 

・給与水準の指標となるラスパイレ

ス指数は、適切な状態を維持して

いることは評価できる。 

 

・他の研究機関および大学との

連携についても弾力的に交

流を進められたい。 

・必要な人材を柔軟に確保して

いることは評価できるが、採

用においては、長期的な研究

開発の実施の観点にも留意

されたい。 
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寒地土木研究所の連携強化の

ための人員配置を平成24年度

までに実施 

・給与水準は、国家公務員に準拠

した給与設定の改正を行い、適

正化に取り組むとともに、取組

状況等を公表 

 ・総人件費については、「簡素で

効率的な政府を実現するため

の行政改革の推進に関する法

律」に基づく前中期目標期間の

取組を平成 23 年度においても

引き続き着実に実施 

・国土交通省等との人事交流を

計画的に実施 

・人事評価の実施により、能力

の最大限の活用 

・職員の資質向上については、

内外の研修を積極的に受講さ

せるほか、学位及び資格取得

の奨励等を継続 

・総人件費については、国家公

務員に準じた給与の減額措置

を引き続き行い、人件費の削

減に取り組む 

・任期付研究員や専門研究員等の採

用により、必要な人材を柔軟に確

保していることは評価できる。 

 

＜記入要領＞・項目ごとの「評定結果」の欄に、以下の段階的評定を記入するとともに、その右の「評定理由」欄に理由を記入する。 
ＳＳ：中期目標の達成に向けて特筆すべき優れた実施状況にあると認められる。 
Ｓ ：中期目標の達成に向けて優れた実施状況にあると認められる。 
Ａ ：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められる。 
Ｂ ：中期目標の達成に向けて概ね着実な実施状況にあると認められる。 
Ｃ ：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められない。 

・ＳＳをつけた項目には、特筆すべきと判断した理由として、他の項目における実績との違いを「評定理由」欄に明確に記述するものとする。 
・必要な場合には、右欄に意見を記入する。 
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平成２５年度業務実績評価調書：土木研究所 
 

総合的な評定 
 

業 務 運 営 評 価（実施状況全体） 
 

評点の分布状況（項目数合計：１５項目）              （１５項目） 

ＳＳ ０項目  
Ｓ ４項目  
Ａ １１項目  
Ｂ ０項目  
Ｃ ０項目  

 
 

総 合 評 価 
 
（法人の業務の実績） 

・研究部門において、優れた業績を収めている。特に、技術指導、成果普及、国際貢献、技術力の向上と

いう重要な項目において、非常によい成果を得ており、高く評価できる。また運営についても着実な展

開を見せており評価できる。 
・国内においては、突発的な災害に対して、延べ７２名の専門家を派遣し、専門的見地から迅速かつ適切

な技術指導を行っていること、及び技術指導・支援の成果として新たな課題(火山性地形での土砂災害

危険箇所設定)が見いだされ、その研究に着手したことは評価できる。 
・国外では、インドネシア・アンボン島のダム決壊では土研式水位観測ブイの水位情報が住民の避難に活

用されて被害を最小限に抑えることができたこと及びフィリピン国のボホール島の地震災害では、専門

家を派遣し技術指導を行ったことは評価できる。 
・平成２５年度においても改訂・発刊された技術基準等に数多くの研究成果が反映された点は評価でき

る。 
・テレビ、新聞等を通した情報発信が効果的になされ、社会に対する説明責任を果たしていること、及

び土木技術を知らない一般市民を対象にした分かりやすい事例集を作成し、ホームページにて公表した

こと等は評価できる。 
・「メンテナンス技術交流会」における意見交換会の開催、新技術のメール発信及び非破壊検査技術の試

行の場の提供は新しい取り組みであり、また今後の社会基盤施設の維持・管理・補修の面でも重要な取

り組みであり評価できる。 
・５名の職員が学位(博士)を取得し、また若手研究者に対しては発表力向上を狙いとする発表会を開催す

る等、職員の資質向上に努めていることは評価できる。 
・これまで継続的な実施がなされている業務については充足程度が高まっているが、新規の業務展開に

ついては、若干少ないと思われるため、新たな業務の展開を期待する。 
・多数の技術指導、技術委員会への参画、研修などへの講師派遣で、技術的課題の解決や、技術者の育成

に大いに貢献している。 
・国際貢献については、ＩＣＨＡＲＭを中心に質の高い研究活動が展開されており、防災・減災面での国

際貢献度も高い。 
・質の高い研究の実施とその社会への還元、それと並行した基礎的・基盤的な研究の遂行、内外の研究機

関等との連携等、土木工学分野を代表する研究機関として、充分に成果を挙げていると評価できる。今

後も競争的資金の獲得や、技術指導、成果の普及、情報発信、ならびに研究連携、国際協力等に務め、

着実に目に見える形で成果を期待する。 
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（課題・改善点、業務運営に対する意見等） 

・業務運営について優れた業績を蓄積している。 

・今後、日本全体あるいはグローバルな視点で、どのような活動をしていくか、また国際化に対してど

のような対応が必要かを検討されたい。 

・安全安心な社会における技術開発や環境にやさしい持続可能な社会における技術開発、維持管理・長

寿命化についてのリーディング技術の開発等については、より充実した展開を期待する。 

・情報化社会の中、情報化・電子化の推進を一層図られたい。 

・ホームページによる広報活動においては、一般市民がより親しみをもてるような工夫を進められたい。

（その他） 

・限られた予算の下、研究の重点化により良い成果を得ている。またその実務への活用と社会（特に国

際社会）への普及においては、目覚ましい成果を得ている。このことをさらに加速するために、本来

の研究活動に支障を及ぼさないような配慮しつつ、国際貢献、災害対策、研究成果の普及・共有に必

要な予算の充実強化を強く要請したい。 

・今後も基盤研究及び基盤研究(萌芽)は、重点研究・プロジェクト研究と同様に大事にされたい。 

・若手研究者の外国研究機関への派遣(可能なら長期)を一層進められたい。 

・競争的資金獲得では、特に若手研究者が、研究の計画立案・企画等に関わることで得られるものが多

いため、研究代表者としての申請を奨励されたい。 
・地方公共団体等に対する活動では、技術の伝承・継続の視点も大事にしてほしい。 

・突発的な災害発生後のフットワークのよい迅速な対応は今後も継続されたい。また、災害調査報告な

ども積極的に実施されたい。 

 

総合評定 

（SS , S , A , B , C の５段階） 

 

Ａ 

 

（評定理由） 

・評点分布と本来業務である研究部門における評価が高いことから、

A 評価とする。 

 

 



政独委「独立行政法人評価分科会における平成26年度の取組について」への対応について 別紙

実績 評価

１　政府方針等
○　過去の指摘（勧告の方向性、年度評価意見、会
計検査院指摘等）を踏まえた取組について明らかに
した上での評価。

＜政府方針等＞
　例えば、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」
（平成22年12月7日閣議決定）で国庫に返納するよう示された3
施設について23年度に、別海実験場は譲渡収入を、湧別実験
場及び朝霧環境材料観測施設（一部）については現物をそれ
ぞれ国庫に納付した。
　同じく　「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」
（平成22年12月7日閣議決定）において取り組むべきとされた
寒地技術推進室の集約化については、23年度に道央支所、24
年度に道南支所を寒地技術推進室に統合し廃止した。雪崩・
地すべり研究センターと寒地土木研究所の連携強化について
も、雪氷研究に携わっている研究者の人事異動を23年度に実
施したところではあるが、25年度も継続し、「雪崩災害防止セミ
ナー」の開催を雪崩・地すべり研究センターと寒地土研が共同
して実施するなど、引き続き両事務所等の連携の強化に取り
組んだ。
　また、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成
25年12月24日閣議決定）において構ずべき措置とされた建築
研究所との共同調達の実施については、事務用消耗品調達
や保守点検業務等の共同調達はすでに実施してきているとこ
ろである。共同調達については、継続した検討を行っている。

　 「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成22
年12月7日閣議決定）などの政府方針において取り組むべきと
指摘された事項（施設の国庫納付、寒地技術推進室の集約
化、雪崩・地すべり研究センターと寒地土木研究所の連携強
化など）について適切に取り組んでいることは評価できる。

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成25年12
月24日閣議決定）において構ずべき措置とされた建築研究所
との共同調達を実施し、かつ、適切に対応し継続した検討を
行っていることは評価できる。
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政独委「独立行政法人評価分科会における平成26年度の取組について」への対応について 別紙

実績 評価

＜年度評価意見＞
「平成24年度における国土交通省所管独立行政法人の業務
の実績に関する評価の結果等について意見について」（政委
第38号平成25年12月16日）への対応

（内部統制の充実・強化＜リスクの把握及び対応＞）
　法人のミッション達成を阻害する課題（リスク）として、主に以
下の2つについて対応している。
①利用者や取引先の不正による損害
　理事長を委員長とするコンプライアンス委員会を開催し、役
職員のコンプライアンスの確実な実践を推進するための活動
を行うとともに、研究理念、行動規範、その他関連諸規程を整
備し、所内イントラネットに掲載して役職員への周知徹底に努
めている。25年度は、コンプライアンスに係る講演会の開催、
内部通報受付窓口について内部および外部窓口の連絡先を
記載したコンプライアンス携帯カードの配布を行い、コンプライ
アンスの推進に努めた。
　また、随意契約の適正化について、「独立行政法人の契約状
況の点検・見直しについて」（平成21年11月17日閣議決定）を
踏まえ、監事および外部有識者によって構成された「契約監視
委員会」を設置し、毎年度開催している。25年度は、平成26年
3月13日に開催して随意契約等の点検および見直しを行い、
「全件について妥当である」との評価を受けた。当該審議概要
をホームページに公表した。
　その他、情報セキュリティポリシーに関して、平成24年5月15
日に一部改訂された国土交通省セキュリティポリシーを基に、
土木研究所としての特徴を踏まえ、変更対象項目の抽出、変
更の必要性およびその内容について検討を行うとともに継続し
たセキュリティ対策を実施している。25年度においては、外部
からの不正アクセス対策、ウィルス感染対策の強化を目的に、
ファイアーウォールの常時監視を新規導入した。

　理事長による役職員への情報共有の徹底、コンプライアンス
に係る講演会を開始するなど、コンプライアンスの推進に係る
法人の取組は評価できる。

　契約監視委員会等による定期的な随意契約等の点検の実
施など法人の取組は評価できる。

　国土交通省セキュリティポリシーを基に、研究所としての特
徴を踏まえた情報セキュリティポリシーの変更の検討を行った
ことや外部からの不正アクセス対策等の強化など継続したセ
キュリティ対策を実施するなど法人の取組は評価できる。
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政独委「独立行政法人評価分科会における平成26年度の取組について」への対応について 別紙

実績 評価

②自然災害による人的・物的被害の発生
　24年度に地震発生の情報を発生前に職員に周知する緊急
地震速報システムを導入し、職員のより迅速な避難が可能と
なるよう努めるとともに、より安全な避難行動が可能となるよう
職員にヘルメットを支給した。25年度は、23年度に改訂した地
震時初動マニュアルにより地震発生時の安否確認訓練を実施
した。その他、土木研究所敷地内の井戸水を非常用水として
確保している。

　また、各部署の課題等を理事長が個別に聞き取りをする「理
事長ヒアリング」を実施し、課題の把握及び対応を行っている。
組織全体として取り組むべき課題については、理事長をトップ
とする経営会議及び幹部会の定例会議により対応する仕組み
を構築している。

　地震発生時に職員の安全を確保できるよう緊急地震速報シ
ステムの導入、ヘルメットの支給、地震時初動マニュアルを活
用した地震発生時の安否確認訓練を実施したことについては
評価できる。また、災害時にも研究所としての機能を維持でき
るように井戸水を非常用水として確保するなどの法人の取組
についても評価できる。

　各部署に関する課題は理事長のヒアリングにより把握し、対
応することや、組織全体に関する課題については理事長をトッ
プとした会議を開催し、対応するなど各段階に応じた課題につ
いて適切に取り組めるような体制を構築していることは評価で
きる。

（検査等業務の受益者負担の妥当性）
　検定に必要な直接経費及び間接経費のみを検定料（消費税
含む）として徴収しており、検定の単価についてもホームペー
ジ上で公表している。

　検定に必要な経費のみを徴収し、単価をＨＰ上で公表してお
り、適切な受益者負担となるような法人の取組は評価できる。

（検査等業務の利便性向上に向けた評価）
　検定に必要な手続きの流れ等についてホームページ上で情
報提供するとともに、検定依頼書等の様式は電子媒体をダウ
ンロードできるようにし、利用者の利便性向上に配慮している。

　検定業務の流れ等をＨＰで情報提供するとともに、必要な様
式をダウンロードできるようにするなど利用者の利便性向上に
向けた法人の取組は評価できる。

（保有資産の見直し）
　優秀な人材確保のため、広く国際公募により採用した研究員
に対して宿舎の借り上げを行っているが、「独立行政法人の職
員宿舎の見直しに関する実施計画」を踏まえ、新規借り上げ
は行わず、全借上宿舎について現在の入居者の退去時に順
次廃止する。

　　「独立行政法人の職員宿舎の見直しに関する実施計画」を
踏まえ、職員宿舎の廃止に関して適切に取り組んでいることは
評価できる。
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政独委「独立行政法人評価分科会における平成26年度の取組について」への対応について 別紙

実績 評価

２　保有資産の管理・運用等
○　保有資産の保有の妥当性について、政府方針、
会計検査院の指摘等を踏まえた評価。

　「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成22
年12月7日閣議決定）で国庫に返納するよう示された3施設に
ついて23年度に、別海実験場は譲渡収入を、湧別実験場及び
朝霧環境材料観測施設（一部）については現物をそれぞれ国
庫に納付した。保有資産については、予算要求のヒアリング時
に研究チームに施設利用状況の聞き取りを行うなど、不断に
見直しを行っている。

　保有資産の見直しに関する勧告内容について、適切に対処
しており、法人の取組は評価できる。

３　内部統制

○　過去の指摘を踏まえた内部統制の充実・強化に
係る取組についての適切な評価（特に、最近の独立
行政法人をめぐる動き等を踏まえ、ガバナンス機能の
発揮、契約事務の適正化等に係る評価について留
意）。

（ガバナンス機能の発揮）
　理事長をﾄｯﾌﾟとする経営会議および幹部会（定期的）を開催
し、理事長と幹部の意見交換および情報の共有化を行い、決
定した方針について、幹部が各部署でﾐｰﾃｨﾝｸﾞを実施し、速や
かに全職員に周知をしている。
　理事長が各部署に個別に聞きとりを行う理事長ﾋｱﾘﾝｸﾞや、
理事長が各部署の一般職員から個別に聞きとりを行う懇談会
（若手研究者ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ）を行い、各部署における課題について
適切に対応した。
　また、理事長を委員長とするコンプライアンス委員会を開催
し、役職員のコンプライアンスの確実な実践を推進するための
活動を行うとともに、研究理念、行動規範、その他関連諸規程
を整備し、所内イントラネットに掲載して役職員への周知徹底
に努めている。
　監事監査については、監事監査要綱に基づき監事監査計画
を作成し、適正に実施した。
　理事長は、監事からの監査結果の通知を受け、改善すべき
事項について、役職員に周知した。

　
　各部署に関する課題は理事長のヒアリングにより把握し、対
応することや、組織全体に関する課題については理事長をトッ
プとした会議を開催し、対応するなど各段階に応じた課題につ
いて適切に取り組めるような体制を構築していることは評価で
きる。

　理事長による役職員への情報共有の徹底など、コンプライア
ンスの推進に係る法人の取組は評価できる。

　理事長による役職員への情報共有の徹底、監事監査要綱に
基づく監事監査の実施など内部統制の充実・強化に向けた法
人の取組は評価できる。
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実績 評価

（契約事務の適正化）
　契約事務の適正化に関する取組みは、本資料「6　契約」に
記載のとおりである。
　「随意契約等見直し計画」の実施状況を含む入札および契約
の適正な実施について、監事による監査を受け、概ね適正と
認められた。

　契約における競争性・透明性確保のため、随意契約可能な
限度額、契約情報の公表に係る基準等を国に準拠して定めて
いることや理事長等を委員長とする入札・契約手続き審査委
員会等を開催し、発注前に業務内容を審査し、契約手続きの
適正化を図っているなど法人の取組は評価できる。
　契約監視委員会等による定期的な契約の点検の実施など法
人の取組は評価できる。
　なお、研究開発に関する業務の入札・契約手続きにおいて
は、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成25年
12月24日閣議決定）」を踏まえ、一般競争入札等を原則としつ
つも、個々の業務の特殊性等を勘案し、より合理的な手続きと
なるよう留意されたい。
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政独委「独立行政法人評価分科会における平成26年度の取組について」への対応について 別紙

実績 評価

４　その他

○　電子化等による業務の効率化に関する取組状況
を明らかにした上での評価。

業務実績報告書「２．（１）業務運営全体の効率化 ①情報化・
電子化の推進等」に記載している。

業務の効率化のため、情報化・電子化やアウトソーシングを推
進していることは評価できる。

５　財務状況

（１）当期総利益（又は当期総損失）
○　当期総利益（又は当期総損失）の発生要因が明
らかにされているか。また、当期総利益（又は当期総
損失）の発生要因の分析を行った上で、当該要因が
法人の業務運営に問題等があることによるものか。

主に財産賃貸収入が前年度に比べて大きく上回ったことから、
当期純利益として41,127千円を計上するとともに、前中期目標
期間繰越積立金取崩額（受託収入による取得資産の減価償
却費相当額）を加算することにより、当期総利益は44,942千円
となった。
本利益計上については、当法人において適正に業務運営を
行った結果である。

　当期総利益の発生要因を明確にしており、それが適正な業
務運営を行った結果であることから法人の取組は評価できる。

（２）利益剰余金（又は繰越欠損金）
○　利益剰余金が計上されている場合、国民生活及
び社会経済の安定等の公共上の見地から実施され
ることが必要な業務を遂行するという法人の性格に照
らし過大な利益となっていないか。

運営費交付金8,100,814千円及び施設整備補助金1,674,445千
円による国からの財源措置が、全収入10,223,041千円の95.6%
を占めており、中期計画、年度計画に基づいた業務運営に努
めている。利益剰余金は、前中期目標期間繰越積立金3,422
千円（受託収入による取得資産の減価償却費相当額）、前年
度利益である積立金27,117千円及び当期未処分利益44,942
千円から構成されているが、過大な利益とはなっていない。

　利益剰余金が発生しているが、過大な利益とはなっていない
ことを確認した。

○　繰越欠損金が計上されている場合、その解消計
画の妥当性。当該計画が策定されていない場合、未
策定の理由の妥当性（既に過年度において繰越欠
損金の解消計画が策定されている場合の、同計画の
見直しの必要性又は見直し後の計画の妥当性を含
む）。
　さらに、当該計画に従い解消が進んでいるかどう
か。

該当なし。 　左記実績欄について該当しないことを確認した。
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政独委「独立行政法人評価分科会における平成26年度の取組について」への対応について 別紙

実績 評価

（３）運営費交付金債務
○　当該年度に交付された運営費交付金の当該年
度における未執行率が高い場合において、運営費交
付金が未執行となっている理由が明らかにされている
か。

期首残高664,560千円及び当期交付額8,100,814千円に対する
期末残高は623,427千円（執行率92.9%）となっており、未執行
率が高いものとは考えていない。
なお、運営交付金が未執行となっている理由については、人
件費の残額292,378千円と翌年度への繰越業務費331,049千
円である。

　未執行率は決して高くなく、また未執行となっている理由も把
握しており、法人の取組は適切であると評価できる。

○　運営費交付金債務（運営費交付金の未執行）と
業務運営との関係についての分析。

業務運営については、中期計画及び年度計画に則って適切に
実施されており、運営費交付金債務が業務運営に影響を及ぼ
していることはない。

　左記実績欄の内容について確認した。法人の取組は適切で
あると評価できる。
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政独委「独立行政法人評価分科会における平成26年度の取組について」への対応について 別紙

実績 評価

６　契約
（１） 契約に係る規程類、体制

○　契約方式等、契約に係る規程類について、整備
内容や運用の適切性等。

   契約における競争性・透明性を確保するため、「独立行政法
人土木研究所契約事務取扱細則」において、随意契約による
ことができる限度額等を国に準拠して定めている。また、この
細則により、理事長等を委員長とする入札・契約手続審査委
員会等を開催し、個々の契約案件について、発注仕様書およ
び応募要件等の審査を行い、契約手続きの更なる適正化を
図っている。

　契約における競争性・透明性確保のため、随意契約可能な
限度額、契約情報の公表に係る基準等を国に準拠して定めて
いることや理事長等を委員長とする入札・契約手続き審査委
員会等を開催し、発注前に業務内容を審査し、契約手続きの
適正化を図っているなど法人の取組は評価できる。

○　契約事務手続に係る執行体制や審査体制につ
いて、整備・執行等の適切性等。

   契約における競争性・透明性を確保するため、「独立行政法
人土木研究所契約事務取扱細則」において、随意契約による
ことができる限度額等を国に準拠して定めている。また、この
細則により、理事長等を委員長とする入札・契約手続審査委
員会等を開催し、個々の契約案件について、発注仕様書およ
び応募要件等の審査を行い、契約手続きの更なる適正化を
図っている。

　契約における競争性・透明性確保のため、随意契約可能な
限度額、契約情報の公表に係る基準等を国に準拠して定めて
いることや理事長等を委員長とする入札・契約手続き審査委
員会等を開催し、発注前に業務内容を審査し、契約手続きの
適正化を図っているなど法人の取組は評価できる。

（２）　随意契約見直し計画
○　「随意契約見直し計画」の実施・進捗状況や目
標達成に向けた具体的取組。

   平成21年11月17日に閣議決定された「独立行政法人の契
約状況の 点検・見直しについて」を踏まえ、12月14日に監事お
よび外部有識者によって構成された「契約監視委員会」を設置
し、毎年度、同委員会を開催している。25年度は、平成26年3
月13日に開催して随意契約等の点検および見直しを行うと共
に、当該審議概要を公表した
（http://www.pwri.go.jp/jpn/choutatsu/pdf/h26keiyaku_kansi.p
df）。同委員会において「全件について妥当である」との評価を
受けた。今後も契約における競争性および透明性を一層高め
るとともに経費の節減を図るものである。

   平成25年度の随意契約件数の割合は4.8％であり、「随意契
約見直し計画」を策定した19年度以降、低水準を維持してい
る。なお、24年度における国土交通省所管独立行政法人の平
均値は件数ベースで14.7％、独立行政法人全体では14.5％で
あり、土木研究所は、これを大きく下回っている。

　契約監視委員会等による定期的な契約の点検の実施など法
人の取組は評価できる。
　また、随意契約件数の割合も低い数値で推移しており、引き
続き同様の取組に努められたい。
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実績 評価

（３）　個々の契約
○　個々の契約の競争性・透明性の確保。    契約における競争性・透明性を確保するため、「独立行政法

人土木研究所契約事務取扱細則」において、随意契約による
ことができる限度額等を国に準拠して定めている。また、この
細則により、理事長等を委員長とする入札・契約手続審査委
員会等を開催し、個々の契約案件について、発注仕様書およ
び応募要件等の審査を行い、契約手続きの更なる適正化を
図っている。

　発注前には、契約審査会において、発注内容が適切かどう
かを審査しているなど法人の契約事務手続に係る取組は評価
できる。
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